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千円 決算額 千円

千円
最終現計

予算額
千円

６

年

度

要因分析

要因
年間を通じて、登録者研修（参加者42名）やチーム員養成基礎研修（参加者46名）などを実施して増員に努めたが、目標達

成には至らなかった。

総括

見直し方向性 維持

６年度のKPIの実績は目標値に届かなかったものの、引き続き各種研修を実施して周知に努め、参加人数を

増加させることでKPI目標を達成できると考えていることから、８年度予算においても取組みを維持する。

決算額 7,866 千円 決算額 10,784 千円

当初,9

月補正

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
16,785 千円

最終現計

予算額
20,774 千円

最終現計

予算額

％ 達成率 ％ 達成率

決算額

ストック

/フロー
ストック 達成率 92.37 ％ 達成率

人 実績値 人

89.6

実績値 240実績値 人 実績値 218 人

事　項 災害時保健福祉支援体制強化事業費 予算主管課 保健福祉課

事　業

概　要

令和6年能登半島地震で見えてきた課題等も踏まえ、市町における福祉避難所の指定拡

充や物資配備の取組みを加速させ、大規模災害時における要配慮者支援の更なる充実を

図る。

始期 2017

終期

Ｋ  P  Ｉ

災害時要配慮者支援チームの登録数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 300 人 目標値 330 人目標値 236 人 目標値 268 人

実績値 人

６

年

度

要因分析

要因

総括
被災地のニーズに対応し、ボランティアを団体で派遣することで、被災者の早期の生活再建に向けた支援を行うことができ

た。

今後は、本県が被災した際に備えて、現地で得られた活動のノウハウを活かす取り組みを行っていきたい。

見直し方向性

最終現計

予算額
千円

決算額 千円 決算額 1,709 千円千円 決算額 千円 決算額

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
千円

最終現計

予算額
5,797 千円

最終現計

予算額

100 ％ 達成率 ％ 達成率
ストック

/フロー
フロー 達成率 ％ 達成率

千円

実績値 ％ 実績値 ％

％

実績値 ％ 実績値 ％ 実績値 100 ％

％ 目標値 ％ 目標値R  4  年  度 目標値

令和６年度　　事後評価シート

6月補

正
事　項 能登半島地震災害ボランティア派遣事業費 予算主管課 保健福祉課

事　業

概　要

県社会福祉協議会が実施する団体での災害ボランティアの派遣について、バス代等の派

遣に必要な経費の一部を補助する。

始期 2024

％ 目標値 100

終期 2024

Ｋ  P  Ｉ

被災地ニーズに応じた派遣の実施率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度
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千円 決算額 千円

千円
最終現計

予算額
千円

６

年

度

要因分析

要因
DPATチームについては、精神科医師、看護師、業務調整員を含む複数で構成することとされており、医療機関における業務

や人員等の影響でチーム数の増加につながらなかった可能性がある。

総括

見直し方向性 維持

現状のニーズを踏まえ、７年度の執行方法や８年度予算の見直しは想定していない。

決算額 3,828 千円 決算額 3,688 千円

当初

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
6,447 千円

最終現計

予算額
5,061 千円

最終現計

予算額

％ 達成率 ％ 達成率

決算額

ストック

/フロー
フロー 達成率 100 ％ 達成率

チーム 実績値 チーム

85.7

実績値 6実績値 チーム 実績値 6 チーム

事　項 ＤＰＡＴ体制整備事業費 予算主管課 健康増進課

事　業

概　要

自然災害等において、迅速に災害時の精神医療活動を支援するとともに、被災地域の一

般住民や支援者を対象に、専門的な心のケアに関する対応を円滑に行うため、DPATを

整備する。

始期 2013

終期 2026

Ｋ  P  Ｉ

愛媛県ＤＰＡＴチーム数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 9 チーム 目標値 11 チーム目標値 6 チーム 目標値 7 チーム

実績値 チーム

千円 決算額 千円

千円
最終現計

予算額
千円

６

年

度

要因分析

要因
県下全体で、５施設増加したが、事業所の廃止等のやむを得ない事情により４施設指定減があった。能登半島地震による、福祉避難所の課

題については、施設関係者も報道等で危機感を感じており、指定が鈍化している要因の一つではないかと考えられる。

県としては、引き続き、補助金の活用や協議会の場での周知等、市町の取組を後押しして、更なる指定増加につなげてまいりたい。

総括

見直し方向性 改善

６年度のKPIの実績は目標値に届かなかったものの、令和７年度は引き続き周知に努めるとともに、補助対

象に福祉避難所等の設備改修のメニューを追加して機能面での充実を図っているほか、早期着手が可能と

なるようスケジュールを前倒しして実施するなど、運用面の改善にも取り組んでいる。８年度予算におい

ては、KPI目標の達成に向けて、市町のニーズも踏まえつつ、効果的な支援策となるよう改善を検討する。

決算額 7,866 千円 決算額 10,784 千円

当初,9

月補正

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
16,785 千円

最終現計

予算額
20,774 千円

最終現計

予算額

％ 達成率 ％ 達成率

決算額

ストック

/フロー
フロー 達成率 ％ 達成率

箇所 実績値 箇所

3.3

実績値 1実績値 箇所 実績値 16 箇所

事　項 災害時保健福祉支援体制強化事業費 予算主管課 保健福祉課

事　業

概　要

令和6年能登半島地震で見えてきた課題等も踏まえ、市町における福祉避難所の指定拡

充や物資配備の取組みを加速させ、大規模災害時における要配慮者支援の更なる充実を

図る。

始期 2017

終期

Ｋ  P  Ｉ

福祉避難所の指定増加数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 30 箇所 目標値 30 箇所目標値 箇所 目標値 30 箇所

実績値 箇所
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千円 決算額 千円

千円
最終現計

予算額
千円

６

年

度

要因分析

要因
DMAT隊員認定に必要な日本DMAT研修について、医療機関への積極的な受講を促すとともに、令和６年度から新設された厚生労働省直轄

枠を通じた受講を案内するなど、様々な働きかけを行い、県内医療機関の積極的な受講につながった可能性はあるものの、限られた受講枠

の中で新規受講だけでなく、異動や退職に伴う欠員補充のための受講に充てざるを得ない状況が生じているほか、新設された厚生労働省直

轄枠についても、医療機関からの応募があったものの、全国での受講枠が年約80枠程度と非常に限られており、受講希望者がなかなか受

講できる機会に恵まれなかったことから、DMATチームの養成数について想定より上昇幅が下回った。

総括

見直し方向性 維持

災害時の医療救護活動従事者を養成するためには、直接的には、専門的訓練を受けたDMAT隊員の養成のた

め、DMAT隊員認定の機会を増やすことが非常に重要であり、受講枠を確保するためにも、都道府県DMAT

研修の継続が必要であるほか、こうした素地形成のために、平時から、医療従事者を対象とした災害時に

おける受援研修や訓練を通じ関係機関同士の情報共有を図り、活動体制の充実・強化を図る。

決算額 6,297 千円 決算額 16,116 千円

当初

％

コ　ス　ト

最終現計

予算額
28,103 千円

最終現計

予算額
29,699 千円

最終現計

予算額

％ 達成率 ％ 達成率

決算額

ストック

/フロー
フロー 達成率 100 ％ 達成率

チーム 実績値 チーム

96.7

実績値 29実績値 チーム 実績値 27 チーム

事　項 災害医療対策事業費 予算主管課 医療対策課

事　業

概　要

発生が危惧される南海トラフ巨大地震を始め、県内外で発生する自然災害等へ迅速に対

応するため、DMATの活動支援や、災害拠点病院等医療機関の医療救護体制の強化に向

けた取組みに要する経費の一部を補助する。

始期 2009

終期

Ｋ  P  Ｉ

DMATチーム数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

R  4  年  度 目標値 33 チーム 目標値 34 チーム目標値 27 チーム 目標値 30 チーム

実績値 チーム


